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各地域における医療機関の電波利用推進
に関する取組
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（１）北海道地域における取組
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ベストプラクティス事例（大学附属病院内における電波干渉の防止対策について）

背景・問題意識 附属病院における一部病棟エリアの無線ノート型医療情報統合システム端末（以下、無線ノート端末）におい
て、瞬断、通信エラーなどの接続不具合があるという問合せがあったが、開発会社からは問題がない旨が報
告されていた。しかし、医療情報システム担当者からの依頼により病棟エリアにおいて電波調査を実施した。

具体的な取組 （1）附属病院における一部病棟エリアの無線通信の電波環境調査を実施した。
（2）上記調査の実施は、医療情報システム担当者、医療情報統合システムのネットワークを担当しているシス
テム開発業者およびネットワーク機器製造会社によって2回実施した。

取組の効果 （1）現地（病棟）の電波調査により、ネットワーク監視システムにおいては正常と表示されている電波状況が、
電波調査端末を使用することにより電波強度(※)の弱い箇所を特定した。
（2）無線ノート端末には、無線電波の周波数帯である2.4ＧＨｚ帯（回り込み電波特性）のみを利用していたが、
電子レンジや患者のWiFiルータ、ゲーム機などから発していると思われる2.4GHz帯による干渉が発生している
ことが判明した。
（3）2.4GHz帯に加えて5GHz帯（直進的な電波特性）の周波数帯も利用することにより、無線ノート端末の通信
状態が瞬断、通信エラーが無くなりスムーズになった。
（4）上記の電波調査から無線アクセスポイント配置場所の変更、増設により、さらに通信の接続性を高めるこ
とが可能となった。

関連する取組 （1）患者、医療者向けに附属病院内におけるスマートフォン利用についての注意点（特にWiFiルータの利用、
スマートフォンによるテザリングの実施）を各フロアへ掲載した。
（2）スマートフォン、携帯電話を利用可能なエリアを限定し、電波干渉ができる限り少なくなるようにした。

今後の展望 無線アクセスポイントの障害発生時、または無線機器における通信エラーが発生した場合、その周辺の無線
アクセスポイントの電波出力強度を自動で制御する仕組み等）の設計を検討することを考えている。

医療機関名： 札幌医科大学附属病院

※ S/N比 ＝ 電波強度=(RSSI)-(雑音) 例) 35=-51-(-86)
RSSI（信号強度）:アクセスポイントのシグナルの強さ
雑音（ノイズの強さ）:周辺の外来波（電子レンジやコードレスフォン、他APの電波など）
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図1 院内での携帯電話（スマートフォンを含む）の使用について

図2 携帯電話・PHS使用指定区域エリア

＜取組事案のイメージ＞
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（２）東北地域における取組
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心電図モニタの管理

背景・問題意識 心電図モニタにノイズが混入する事例が頻発し点検依頼が増えた。

具体的な取組 1.当該機器の点検やメーカーへ修理依頼を実施した。
2.院内全てのチャンネル調査を実施した。
3.各病棟での使用方法調査を実施した。

取組の効果
取組の結果

1.機器の異常はなかった。
2.チャンネルの重複登録8件、近接登録24件発見された。隣接する病棟の波形が混入し重複して表示され波形や数値
が異常値を示す場合があった。
3.テレメータで心電図測定を実施する場合、リード付電極を使用していたためリードコネクタによるアンテナ効果が
なくなり電波状況が悪く受信できない部屋が多くあった。そのためノイズ混入が多かった。

関連する取組 ・各病棟の生体情報モニタは全てが部署管理となっておりチャンネル管理は業者任せとなっていた。新規購入時にの
みチャンネル管理の実施、廃棄しないでの継続使用、病棟間での貸し借りなどが重複登録や近接登録の原因となって
いた。
→CEセンター管理へ移行した
・各病棟の装置保有台数と診療報酬算定数と3ヶ月間の使用状況調査を実施した。
→病棟により保有台数や仕様状況、算定状況が異なったため各データから保有台数の適正化を図りそれ以外はCEセン
ターからの貸し出し管理が出来る様にチェンネル変更を実施した。
・電波強度の調査を実施し正しい使用方法の周知やブースターの点検修理等を実施した。

今後の展望 モニタの管理は購入から運用廃棄まで全てCEセンター管理となった。
しかしながら使用基準や離脱基準、アラーム設定が策定されていないのでモニタによる患者管理という医療本来の使
用方法においては各部門との調整が必要と考えている。

医療機関名： 岩手県立中央病院

医用テレメータに関する取組事例
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（３）関東地域における取組
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座 長 加納 隆 滋慶医療科学大学院大学 医療管理学研究科 教授

埼玉医科大学大学院 医学研究科 客員教授

座長代理 高倉 照彦 医療法人鉄蕉会亀田総合病院 医療技術部ＭＥ室長

秋沢 英海 東京都医療機器販売業協会 理事長 ／ ウイン・パートナーズ株式会社 代表取締役社長

伊藤 雅彦 ソフトバンク株式会社 エリアネットワーク本部 東京ネットワーク技術統括部 設備基盤部 部長

大原 信 筑波大学 医学医療系 医療情報学 教授／
筑波大学付属病院 病院長補佐 医療情報経営戦略部長

㓛刀 融 一般社団法人山梨県民間病院協会 監事・顧問／医療法人回生堂病院 理事長

高橋 律雄 日本光電工業株式会社 品質管理統括部 安全管理部

田代 嗣晴 一般社団法人神奈川県臨床工学技士会 副会長／
独立行政法人労働者健康安全機構 横浜労災病院 臨床工学部

寺口 惠子 公益社団法人千葉県看護協会 会長

中野 貴治 ＫＤＤＩ株式会社 技術統括本部 建設本部 エリア品質管理部
南関東エンジニアリングセンター長

長谷川親太郎 一般社団法人栃木県医師会 常任理事 ／ 栃木県病院協会 副会長
独立行政法人国立病院機構 栃木医療センター 院長

前村 道生 一般社団法人群馬県病院協会 理事 ／ 独立行政法人国立病院機構 沼田病院 院長

村木 能也 フクダ電子株式会社 品質保証本部 顧問 ／
東海大学 医学部 外科学系救急救命医学 中島研究室 客員教授

森 陸夫 株式会社フィリップス・ジャパン ＭＡ＆ＴＣビジネスマーケティンググループ
ビジネスマーケティングマネージャＰＭ

八木 宏樹 株式会社ＮＴＴドコモ 電波部 電波環境担当課長

渡 三佳 厚生労働省 関東信越厚生局 健康福祉部 医事課長

協議会構成員

【参考】関東地域の医療機関における電波利用推進協議会 構成員名簿
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（４）信越地域における取組
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（５）北陸地域における取組
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北陸メディカル電波利用連絡会の今後の取組方針（案）

１ 北陸メディカル電波利用連絡会の活性化
北陸メディカル電波利用連絡会のメンバーである臨床工学技士や、医療機器ディーラーと意見交換し、医療関係者のニーズを反映した取り組
みが必要

看護師向け研修を検討

・ 看護師協会に働きかける
・ レベルアップ研修のカリキュラムに含めてもらう
・ 「電波の安全」ではなく、「医用機器の安全」の一環として取り扱う
・ 特に、臨床工学技士が不在の有床病院に周知が必要

・ 医療機器等を使った実践的な講習会の実施
・ 電波状況の調査の必要性の啓発、測定方法の講習

（実際の機器操作などを含むハンズオン講習や実施病院での運用見学としての実施）
※ できれば、実践的なe-learning教材も考慮する

２ 画一的なレベルの説明ではなく、聴講者や現場のニーズに合わせた説明会の実施
参加者に応じて、①病院管理者・安全管理者、②医師、③臨床工学技士・臨床検査技師、④看護師、⑤医療機器ディーラー、⑥自治体関係者
等、各関係者に応じた内容による周知や働きかけが必要

３ 医療現場ごとに出向いての説明会開催
より多くの医療関係者に周知するためには、地元医師会、看護師協会、及び、医療ディラー等が開催する会合や主要な病院、看護学校等に出
向き、周知・説明することが効果的

実践的講習の検討

地域のニーズに対応

・ 連絡会において、地域のニーズに対応する企画を検討
・ 電波利用に関しては、臨床工学技士、医療機器ディーラー等との連携した取組が必要
・ 多くの病院が使用しているＰＨＳは、２０２０年７月末にサービスが終了することから、院内通信システム改修に関連した活動を検討
・ 周知等における連絡網の改善
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（６）東海地域における取組
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（７）近畿地域における取組
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（８）中国地域における取組
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医療電波利用中国協議会の今後の取組

今年度、中国５県（鳥取、島根、岡山、広島、山口）の病院に対して行ったアンケートにおいて電波を利用
する医療機器についての問題点を発掘。
平成３０年度下期以降の取組として、９月総会において論議した上で確認。

１．調査対象：各県病院協会加盟 ６０７病院

２．実施期間：Ｈ２９．８月 ５２病院（広島県）

Ｈ３０．７～８月 ５５５病院

３．回答数： ２９０病院（回答率４８％）

① アンケート状況

②アンケート結果

１．電波利用医療機器の使用状況 →約９割の病院で使用

２．電波利用医療機器の管理状況 →主体的に管理を行っていない病院が６割近くを占める。

３．トラブルの経験の有無 →３分の１を超える病院がトラブルを経験、医用テレメータに関するトラブルが大半。

４． 電波管理において、日頃から感じていること

→受信環境の確保、チャンネルの管理体制や枯渇、専門知識やトラブル原因の情報不足等。

５．医療機関における電波環境の改善に関して国に期待すること

→安心安全な電波利用に関する説明会の実施（２９０病院中１３８病院（４８％））

→電磁障害を生じうる機器の調査（２９０病院中１１３病院（３９％））
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（９）四国地域における取組
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愛媛県内の医療機関における電波利用推進協議会

グッドプラクティス事例 （平成２９年度事例） 医療法人住友別子病院（新居浜市）
「無線ＬＡＮ環境を利用したピクトグラムでの情報共有について」

看護師の業務時間は、患者情報の観察、測定、記録と注射や点滴の準備・確認、申し送りが半分以上を占めてい
ます。 新病棟建設にあたり、バイタル測定や電子カルテへの記録、スタッフ間の情報共有の効率化を目指し、電
子カルテのバージョンアップ、ネットワークの統合、全館無線ＬＡＮ化などを行っています。
【ピクトグラムシステムの導入】
当該病床専用タブレット端末を病院内ベッドサイドのテレビ台に設置し無線ＬＡＮで院内ネットワークに接続し

ています。医師の指示は、患者本人にも分かりやすいように絵表示（ピクトグラム）を多用しています。電子カル
テをベースに患者のスケジュールが表示されることから、患者自身で自己の状態やスケジュールを意識し治療に取
り組む姿勢が見られます。
また、看護師の業務負担軽減に向けて、ＮＦＣ（近距離無線通信）対応の体温計、血圧計等で測定を行い、デー

タは読取装置にかざすだけで電子カルテに入力できることから、誤入力、未入力の防止につながっています。
これらピクトグラムシステムは、スタッフのみならず患者や家族にも情報を共有できる有効なツールとなってい

ます。

○ 愛媛県内の医療機関における個別の課題や実情
愛媛県内の医療機関は、全国と比較して医用テレメータ、無線ＬＡ

Ｎ等の導入率が低調であり、臨床工学技士が在籍していない医療機
関が6割を超えるなど管理体制に課題がある。特に、「電波に関する
専門知識を持つ人材がいない」ということが課題として挙げられて
いる。携帯電話の利用については、全面利用可の比率が全国より高
く、全面使用禁止が低い状況である。（総務省が平成２９年度に
行ったアンケート結果）
・ 医用テレメータの導入率→66.7%（全国74.3%）
・ 無線ＬＡＮの導入率→70.2%（全国77.4%）。チャンネル設計を実
施「している」→52.5%（全国55.8%）、「していない」→30%
（全国28.1%）

・ 臨床工学技士が「在籍していない」 →64.9%(全国54.1%)
・ コーディネータ、実質的な担当者の設置状況は21%（全国11.3%）
・ 電波環境管理に関して教育や研修は行っていない病院が87.8％
（全国75.1％）、このうち特に中規模病院（100～199床）では実施
したいが内容・レベルがわからないが多く挙げられている。

・ 携帯電話「全面使用可」→31.6%(全国26.1%)、「全面使用禁止」
→1.8%（全国2.9%）

自動設定されたピクトグラム表示

NFC対応のバイタル測定器

○ 今後周知啓発や安全利用の推進等をどう行っていくべきか
アンケート結果から見られる課題を中心に、以下の活動を通じて患

者側、 働く人にとっても電波を安心して有効に利用出来るような
電波環境の整備を推進していく。
・ 協議会における勉強会・説明会、意見交換を継続し、医療現場に
おける各種の課題等について情報共有を行い、改善策を検討するこ
とで、安心安全な環境の整備を行う。

・ 医療施設におけるアドバイザー、コーディネーター等配置、職員
向けの教育や研修による人材育成に向けて医療関係の教育機関との
連携を強化していく。

・ 無線設備に応じた実効性のある管理規程の策定・運用と合わせて
病院内組織の設置・運用についても、先進的医療施設の視察や情報
提供により支援していく。

・ 看護協会等の医療関係団体の他、医療関係の教育機関、患者団体
にも、加入の呼び掛けを行い、患者目線での電波利用に取り組んで
いく。

・ 協議会の活動成果は、協議会での情報共有だけでなく、四国・全
国へ情報発信していく。
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（10）九州地域における取組
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九州地域の医療機関における電波利用推進協議会

○地域でのこれまでの取組

１ 「九州地域の医療機関における電波利用推進協議会」設立総会
平成29年９月29日、熊本市において、構成員13名中９名の出席に
より設立総会を開催した。

２ 医療分野における電波の安全性に関する説明会の開催
①平成29年９月29日熊本市（236名参加） ②平成30年１月19
日宇城市54名参加）

３ 電波利用に関する事例の収集
熊本県内の医療機関214者に対して調査依頼を実施し。12者から
回答があり、グッドプラクティス３件、ヒヤリハット４件が事例集
に掲載された。

４ 情報の提供
「医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引き」及
び「電波の安全性利用規程（例）」の周知を図るため、熊本県の医
療機関（528）に送付した。

平成30年度

１ 協議会構成員の追加
協議会メンバーは昨年度は熊本県中心であったが、九州全県に拡大し
たことで新たな構成員の追加（12）を行い、合計25名の構成員と
なった。

２ 医療分野における電波の安全性に関する説明会の開催
①平成30年７月５日長崎市（194名参加） ②平成30年８月１日宮
崎市（78名参加） ③平成30年８月22日鹿児島市（81名参加）
④平成30年10月24日大分市（94名参加予定） ⑤平成30年11月
13日佐賀市 ⑥平成30年11月22日福岡市

３ 電波利用に関する事例の収集
今年度は南部九州地域の大分県、宮崎県、鹿児島県内の病院540を対
象として、事例収集を実施する。

４ 情報の提供
説明会において「医療機関において安心・安全に電波を利用するため
の手引き」及び事例集等を配布するほか、医療機関への事例収集の際
にも「手引き」を送付することで情報提供を図る。

○今後の取り組方針・課題

・ 電波の安全性に関する説明会は、今年度で九州各県の県庁所在地での開催が終了するため、次年度は各県の第２都市での開催を
検討する。

・ 長崎県や鹿児島県等は離島が多く、すべての地域での説明会は困難。
・ 協議会単独の説明会だけではなく、臨床工学技士会のセミナー等も活用して周知の機会を増やしていく。
・ 説明会の受講者のなかには看護師さんもいれば臨床工学技士のかたもいて無線の知識の差により理解度も違ってくるのではとの

意見があり、対象をきめこまかくして説明会を実施することを検討する必要がある。

平成29年度
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無線端末でのセキュリティ確保・業務拡大及び効率向上図る無線LAN構築

グッドプラクティスの例：無線LAN

背景・問題意識 同病院において利用ユーザの視点に基づき、利便性や作業効率、セキュリティレベルの向上等の要望を踏まえ、無線ネットワークをリニューアル
し、医療用無線デバイス端末の利活用の拡充を行った。

具体的な取組 ・可視化及び一元管理が可能なセキュアな無線LANサービスの提供

- スマートデバイスや不正アクセスポイント、その他の電波発信源の情報を収集し、電波状況を可視化

- 複数のアクセスポイントを一元管理し、死活監視や無線LAN使用状況をレポート化し、運用状況を把握

- ユーザ認証をMACアドレス認証と暗号化認証と2重で行い、さらにSSIDをステルス化しセキュリティを強化
・患者向けインターネット接続用無線LANサービスの提供
- 電子カルテ用無線LANと患者向けインターネット接続用無線LANとを切り離して運用する事により、 セッション占有及び帯域占有による

障害の防止、セキュリティの確保

取組の効果 ・可視化及び一元管理が可能なセキュアな無線LANサービス導入の効果

- 干渉等の無線障害の原因が明確になり、障害対応の迅速化が可能に

- 複数のアクセスポイントを一元管理する事により、ネットワーク運用管理の負担が軽減
- ネットワークが可視化されている事で、無線LAN利用端末の使用場所もリアルタイムで把握でき、セキュリティ インシデント発生時の早期収

束が可能に

・ポータブルデバイス用電子カルテシステムの効果

・医療用端末不足の解消

・モバイル端末での業務実施によるペーパレス化、業務効率化

・タブレット端末での問診実施による電子カルテへの自動連携
・患者向けインターネット接続用無線LANサービス導入の効果
- 患者様から広く受け入れられ利用状況は高いレベルで推移し、待合や会計時等の時間を有効活用 頂いている

- 持ち込み無線LANルータによる通信障害等の弊害が回避されている。

関連する取組 ・PACSやRIS、HISと連携されたX線ポータブルシステムの実用化

・無線通信規格 IEEE 802.15.4 を利用したME機器管理システムの実用化
・電波を利用して運用する医用電気機器の導入の際は、既存無線LANへの影響を確認し、影響があると 判断された場合は、電波対策を実施し

たうえで同システムの導入を決定

今後の展望 今回の院内無線LAN構築の取り組み成果を活かし、患者様へのIoTデバイスの活用（体温計・血圧計など） の実現や無線端末なども含めた医療端
末への音声認識による入力・操作などの業務効率化を構想している。

医療機関名：熊本大学医学部附属病院
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（11）沖縄地域における取組
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１．沖縄地域の医療機関における電波利用推進協議会(沖縄地域協議会)の設立※1

設 立 日：平成 29年9月9日(土)
設立時会員数：56(法人・団体会員35、個人会員21)※2

会員構成：一般社団法人沖縄県医師会等医療関係団体、県内病院・診療所、沖縄県医療機器協会等医療機器関係団体、
医療機器事業者、関係行政などの法人・団体会員、臨床工学技士等の個人会員で構成。

役 員：会長に一般社団法人沖縄県臨床工学技士会会長 大城安 氏、副会長に同技士会副会長 赤嶺史郎 氏
※1 医療機関における安心・安全な電波利用の実現に資する周知啓発を主眼に活動。会員は医療・通信関係者等広範に募集。
※2 現会員数(H30.10.1現在)：71(法人・団体会員44、個人会員27)

２．平成29年度・30年度の沖縄地域協議会の取り組み
○医療分野における電波の安全性等に関する説明会

H29.9.9(土) 於：那覇市 参加者：67名

○医療分野における電波の安全性等に関する小規模セミナー・勉強会in那覇
H29.11.29(水) 於：那覇市 参加者：20名

○医療分野における電波の安全性等に関する小規模セミナー・勉強会in名護
H30.2.28(水) 於：名護市 参加者：12名

○沖縄地域の医療機関における電波利用状況等に関するアンケート調査
第1回：H29.10.25-11.24、第2回：H30.3.13-30

〇グットプラクティス・ヒヤリハット事例の収集
〇医療機関における電波環境測定調査

病 院：医療法人おもと会大浜第一病院(那覇市) H30.3.27(火)-28(水)
診療所：みやざと内科クリニック(浦添市) H30.3.26(月)

○平成30年度沖縄地域協議会総会
H30.7.21(土)の総会は台風10号接近により中止。メール審議により役員改選、活動方針等承認。

３．平成30年度沖縄地域協議会の取り組み方針(活動計画)
○医療分野における電波の安全性等に関する説明会：H30.11.17(土)開催予定
○医療分野における電波の安全性等に関する小規模セミナー・勉強会※：H31.2頃想定

※管内グッドプラクティス事例医療機関見学を併せて検討中。

○沖縄地域の医療機関における電波利用改善状況等に関するアンケート調査 など
備考：医療分野における電波の安全性等に関する説明会は当初H30.7開催であったが、2度の台風接近により延期。当協議会の活動計画の見直しが必要となっている。

【H30.10.25医療機関における電波利用に関する全国代表者会議資料】

これまでの取り組みと今後の取り組み方針
沖縄地域の医療機関における電波利用推進協議会

説明会

セミナー(名護開催)セミナー(那覇開催)

電波環境測定調査
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